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○墨田区児童育成手当条例施行規則 

昭和５７年３月３１日 

規則第１８号 

改正 昭和５７年５月３１日規則第３２号 

昭和５７年１０月１日規則第５２号 

昭和５８年５月３１日規則第２８号 

昭和５９年５月３１日規則第２７号 

昭和６０年５月３１日規則第３２号 

昭和６１年５月３１日規則第３１号 

昭和６２年５月３０日規則第３４号 

昭和６３年５月３１日規則第２９号 

平成元年５月３１日規則第３６号 

平成２年５月３１日規則第２３号 

平成３年５月３１日規則第３０号 

平成４年４月１日規則第２０号 

平成４年５月３０日規則第２４号 

平成５年５月３１日規則第２８号 

平成６年３月３０日規則第１０号 

平成６年５月２７日規則第５１号 

平成７年５月３１日規則第３１号 

平成８年５月３１日規則第６１号 

平成９年５月３０日規則第３４号 

平成１０年５月２９日規則第５７号 

平成１１年３月３１日規則第４１号 

平成１１年５月３１日規則第５７号 

平成１２年５月３１日規則第７７号 

平成１３年５月３１日規則第６５号 
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平成１４年５月３１日規則第５４号 

平成１５年６月２日規則第４１号 

平成１７年３月３１日規則第２９号 

平成１８年５月２４日規則第５７号 

平成１９年３月３０日規則第３７号 

平成２２年５月３１日規則第３０号 

平成２３年１２月２８日規則第５３号 

平成２５年３月１３日規則第５号 

平成２６年４月２８日規則第２４号 

平成２８年３月９日規則第１４号 

墨田区児童育成手当条例施行規則（昭和４６年墨田区規則第３４号）の全部を改正

する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、墨田区児童育成手当条例（昭和４６年墨田区条例第１９号。以

下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（障害を有する状態） 

第２条 条例第４条第１項第１号に規定する墨田区規則で定める障害を有する状態は、

身体及び精神の状態が別表各号のいずれかに該当するものとする。 

（平１０規５７・一部改正） 

（父母が婚姻を解消したと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日

以前の児童） 

第３条 条例第４条第１項第１号に規定するこれと同様の状態にある１８歳に達した

日の属する年度の末日以前の児童とは、次の各号のいずれかに該当する児童であっ

て、１８歳に達した日の属する年度の末日以前のものをいう。 

（１） 父（母が児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないが、その母と事実上

婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。以下同じ。）若しくは母の生死が明ら

かでないか、又は父若しくは母が引き続き１年以上遺棄している児童 
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（２） 父又は母が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平

成１３年法律第３１号）第１０条第１項の規定による命令（母又は父の申立てに

より発せられたものに限る。）を受けた児童 

（３） 父又は母が法令により引き続き１年以上拘禁されている児童 

（４） 母が婚姻（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る場合を含む。）によらないで懐胎した児童 

（５） その他区長が前各号のいずれかに準ずると認めた児童 

（平４規２０・平８規６１・平１０規５７・平２２規３０・平２５規５・平

２６規２４・一部改正） 

（所得の額） 

第４条 条例第４条第２項第１号に規定する規則で定める額は、同号に規定する扶養

親族等及び児童がないときは３６０万４，０００円とし、扶養親族等又は児童があ

るときは３６０万４，０００円に当該扶養親族等又は児童１人につき３８万円（当

該扶養親族等が所得税法（昭和４０年法律第３３号）に規定する老人控除対象配偶

者又は老人扶養親族である場合にあっては当該老人控除対象配偶者又は老人扶養親

族１人につき４８万円、当該扶養親族等が特定扶養親族等（同法に規定する特定扶

養親族又は控除対象扶養親族（１９歳未満の者に限る。）をいう。以下同じ。）で

ある場合にあっては当該特定扶養親族１人につき６３万円）を加算して得た額とす

る。 

（平１３規６５・全部改正・平１４規５４・平２３規５３・一部改正） 

（所得の範囲） 

第５条 条例第４条第２項第１号に規定する所得は、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第５条第２項第１号に掲げる市町村民税（特別区が同法第１条第２項の規

定によって課する同法第５条第２項第１号に掲げる税を含む。以下同じ。）につい

ての同法その他の市町村民税に関する法令の規定による非課税所得以外の所得とす

る。 

（平１０規５７・一部改正） 
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（所得の額の計算方法） 

第６条 条例第４条第２項第１号に規定する所得の額は、その所得が生じた年の翌年

の４月１日の属する年度分の市町村民税に係る地方税法第３１３条第１項に規定す

る総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額、同法附則第３３条の３第５項に規

定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第３４条第４項に規定する長期譲

渡所得の金額、同法附則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則

第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額、租税条約等の実施

に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第

４６号）第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額並びに同条第１２

項に規定する条約適用配当等の額の合計額から８万円を控除した額とする。 

２ 前項に規定する市町村民税につき、次の各号に掲げる控除を受けた者については、

当該各号に定める額を同項の規定によって計算した額からそれぞれ控除するものと

する。 

（１） 地方税法第３１４条の２第１項第１号、第２号、第４号又は第１０号の２

に規定する控除 当該雑損控除額、医療費控除額、小規模企業共済等掛金控除額

又は配偶者特別控除額に相当する額 

（２） 地方税法第３１４条の２第１項第６号に規定する控除 その控除の対象と

なった障害者１人につき２７万円（当該障害者が同号に規定する特別障害者であ

る場合には、４０万円） 

（３） 地方税法第３１４条の２第１項第８号に規定する控除 ２７万円（当該寡

婦が同法第３１４条の２第３項に規定する寡婦である場合には、３５万円） 

（４） 地方税法第３１４条の２第１項第９号に規定する控除 ２７万円 

（昭６０規３２・昭６３規２９・平元規３６・平２規２３・平６規１０・平

１０規５７・平１１規５７・平１４規５４・平１５規４１・平１８規５７・

平１９規３７・平２２規３０・平２８規１４・一部改正） 

（施設） 

第６条の２ 条例第４条第２項第２号に規定する規則で定める施設は、次に掲げる施
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設（保護者と共に入所する施設及び通所により利用する施設を除く。）とする。 

（１） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定する乳児院、

児童養護施設、障害児入所施設、情緒障害児短期治療施設及び児童自立支援施設 

（２） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号）第５条第１１項に規定する障害者支援施設 

（３） 前２号に掲げるもののほか、監護又は援護が国又は地方公共団体の負担に

おいて行われている施設 

（平１０規５７・追加、平１１規４１・平１８規５７・平２３規５３・平２

５規５・平２６規２４・一部改正） 

（受給資格の認定の申請） 

第７条 条例第６条の規定による受給資格及び手当額についての認定の申請は、児童

育成手当認定申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて行わなければなら

ない。 

（１） 児童育成手当（以下「手当」という。）の支給要件に該当する者（以下「受

給資格者」という。）の扶養（監護し、かつ、その生計を主として維持すること

をいう。以下同じ。）する条例第４条第１項に規定する支給要件児童（以下「支

給要件児童」という。）が墨田区の区域内に住所を有しないときは、当該支給要

件児童の属する世帯の全員の住民票の写し 

（２） 受給資格者が同居しないで支給要件児童を扶養しているときは、当該事実

を明らかにすることができる書類 

（３） 受給資格者が父母に扶養されない支給要件児童を扶養しているときは、当

該事実を明らかにすることができる書類並びに当該支給要件児童（条例第４条第

１項第１号に規定する児童に限る。）の父及び母の戸籍又は除かれた戸籍の謄本

又は抄本 

（４） 受給資格者の扶養する支給要件児童が条例第４条第１項第１号に規定する

児童であるときは、当該受給資格者及び当該支給要件児童の戸籍の謄本又は抄本 

（５） 受給資格者の扶養する支給要件児童の父又は母が別表に定める程度の障害
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の状態にあることによって申請する場合には、当該事実を明らかにすることがで

きる書類 

（６） 受給資格者の扶養する支給要件児童の父母が事実上の婚姻関係を解消した

こと又は支給要件児童が第３条各号のいずれかに該当することによって申請する

場合には、それぞれ当該事実を明らかにすることができる書類 

（７） 受給資格者の扶養する支給要件児童が条例別表に定める程度の障害の状態

にあることによって申請する場合には、当該事実を明らかにすることができる書

類 

（８） 受給資格者がその年（１月から５月までの月分の手当については、前年と

する。）の１月１日において、墨田区の区域内に住所を有しなかったときは、当

該受給資格者の前年（１月から５月までの月分の手当については、前々年とする。）

の次の事項についての当該区市町村長の証明書 

ア 所得の額 

イ 条例第４条第２項に規定する扶養親族等の有無及び数 

ウ 第４条に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族及び特定扶養親族等の

有無及び数 

（９） 受給資格者が前年（１月から５月までの月分の手当については、前々年と

する。）の１２月３１日において、所得税法に規定する扶養親族でない児童の生

計を維持したときは、当該事実を明らかにすることができる書類 

（昭５７規３２・昭５７規５２・平４規２０・平６規５１・平１０規５７・

平１３規６５・平２３規５３・一部改正） 

（認定及び却下の通知） 

第８条 区長は、条例第６条の規定により受給資格及び手当額の認定をしたときは、

児童育成手当認定通知書（第３号様式）により、当該受給資格者に通知する。 

２ 区長は、受給資格の認定の申請をした者について、受給資格がないと認めたとき

は、児童育成手当認定申請却下通知書（第４号様式）により、当該申請をした者に

通知する。 
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（平２３規５３・一部改正） 

（支払期日の特例） 

第９条 条例第７条第３項ただし書に規定する特別な事情とは、次の各号のいずれか

に該当する場合をいう。 

（１） 受給資格が消滅したとき。 

（２） 支払期月が経過した後において支払うとき。 

（３） 前２号に規定するもののほか、災害、疾病その他区長が特に必要と認める

事由があるとき。 

（平２２規３０・一部改正） 

（手当額の改定） 

第１０条 条例第８条第１項に規定する手当額の改定の申請は、児童育成手当額改定

申請書（第５号様式）に、新たな支給要件児童に係る次に掲げる書類を添えて行わ

なければならない。 

（１） 新たな支給要件児童が墨田区の区域内に住所を有しないときは、当該新た

な支給要件児童の属する世帯の全員の住民票の写し 

（２） 新たな支給要件児童が条例第４条第１項第１号に規定する児童であるとき

は、戸籍の抄本 

（３） 第７条第２号、第３号又は第７号に該当する場合には、それぞれ当該各号

に掲げる書類 

（４） 第７条第５号又は第６号に該当する場合であって、新たな支給要件児童の

父又は母とその他の支給要件児童の父又は母が同じでないとき（当該新たな支給

要件児童が第３条第４号に該当する場合は、同じであるときを含む。）には、そ

れぞれ当該各号に掲げる書類 

２ 区長は、手当額の改定の認定をしたときは、児童育成手当額改定通知書（第６号

様式）により、当該申請をした者に通知する。 

３ 区長は、手当額の改定の申請があった場合において、改定すべき事由がないと認

めたときは、児童育成手当額改定申請却下通知書（第７号様式）により、当該申請
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をした者に通知する。 

（平６規５１・平１０規５７・平２５規５・一部改正） 

（支給の停止） 

第１１条 区長は、手当の支給を受けている者（以下「受給者」という。）が第１３

条、第１４条又は第１５条に規定する届出を怠ったことにより、当該受給者の手当

の支給を受ける権利の有無が明らかでないときは、手当の支給を受ける権利のある

ことが明らかになるまで、手当を支払わないことができる。 

（手当の返還請求） 

第１２条 区長は、条例第１１条の規定による手当の返還又は第１６条の規定による

受給資格の消滅若しくは手当額の減額をした者に対して支払うべきでない手当を支

払った場合における当該手当の返還の請求は、児童育成手当返還請求書（第８号様

式）により行うものとする。 

（平１０規５７・一部改正） 

（現況の届出） 

第１３条 受給者は、毎年６月１日から同月３０日までの間に、児童育成手当現況届

（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて区長に提出しなければならない。 

（１） 受給者の扶養する支給要件児童が墨田区の区域内に住所を有しないときは、

当該支給要件児童の属する世帯の全員の住民票の写し 

（２） 受給者が同居しないで支給要件児童を扶養しているときは、当該事実を明

らかにすることができる書類 

（３） 受給者が父母に扶養されない支給要件児童を扶養しているときは、当該事

実を明らかにすることができる書類 

（４） 受給者の扶養する支給要件児童が第３条各号（第２号及び第４号を除く。）

のいずれかに該当する児童であるときは、それぞれ当該事実を明らかにすること

ができる書類 

（５） 第７条第８号又は第９号に該当する場合には、それぞれ当該各号に掲げる

書類 
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（平１０規５７・全部改正、平２５規５・一部改正） 

（受給事由消滅等の届出） 

第１４条 受給者は、墨田区の区域内に住所を有しなくなったときその他手当の支給

を受けるべき事由が消滅したときは、速やかに児童育成手当受給事由消滅届（第９

号様式）を区長に提出しなければならない。 

２ 受給者は、支給要件児童の数が減少したときその他手当額を減額されるべき事由

が生じたときは、速やかに児童育成手当額改定届（第１０号様式）を区長に提出し

なければならない。 

（氏名変更等の届出） 

第１５条 受給者は、氏名を変更したとき、又は受給者の扶養する支給要件児童のう

ちに氏名を変更した者があるときは、速やかに児童育成手当受給者等氏名変更届（第

１１号様式）に、当該氏名を変更した者の戸籍の抄本を添えて区長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 受給者は、墨田区の区域内において住所を変更したときは、速やかに児童育成手

当受給者等住所変更届（第１２号様式）を区長に提出しなければならない。この場

合において、同居しないで支給要件児童を扶養することとなる場合には、第７条第

２号に掲げる書類を添えなければならない。 

３ 受給者は、その扶養する支給要件児童のうちに住所を変更した者があるときは、

速やかに児童育成手当受給者等住所変更届を区長に提出しなければならない。この

場合において、同居しないで当該支給要件児童を扶養することとなる場合には第７

条第２号に掲げる書類を、変更後の住所が墨田区の区域外となる場合には当該支給

要件児童の属することとなった世帯の全員の住民票の写しをそれぞれ添えなければ

ならない。 

（平１０規５７・平２３規５３・一部改正） 

（受給資格消滅等の通知） 

第１６条 区長は、受給者が条例第４条に規定する支給要件に該当しなくなったとき

は、児童育成手当受給資格消滅通知書（第１３号様式）により、当該受給者であっ
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た者に通知する。ただし、受給者が死亡した場合においては、この限りでない。 

２ 区長は、受給者に手当額の減額をすべき事由が生じたときは、児童育成手当額改

定通知書により、当該受給者に通知する。 

（未支払の手当の請求） 

第１７条 条例第９条に規定する未支払の手当を受けようとする者は、未支払児童育

成手当請求書（第１４号様式）を区長に提出しなければならない。 

（昭５７規５２・追加） 

（添付書類の省略） 

第１８条 区長は、この規則の規定により申請書又は届書に添えなければならない書

類により証明すべき事由を公簿等により確認することができるときは、当該書類を

省略させることができる。 

２ この規則の規定により申請書又は届書に添えなければならない書類について、１

通又は２通以上の書類を添えることにより関係事項の全てを明らかにすることがで

きるときは、その明らかにすることができる書類を添えることをもって足りるもの

とする。 

（昭５７規５２・旧第１７条繰下、平１０規５７・平２３規５３・一部改正） 

（台帳） 

第１９条 区長は、児童育成手当受給者台帳（第１５号様式）を備え、第８条第１項

の規定により児童育成手当認定通知書を送付した者をこれに登載する。 

（昭５７規５２・旧第１８条繰下・一部改正） 

付 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にあるこの規則による改正後の墨田区児童育成手当条例

施行規則に基づき調製した様式の用紙は、当分の間、これを取り繕って使用するこ

とができる。 

付 則（昭和５７年５月３１日規則第３２号） 

１ この規則は、昭和５７年６月１日から施行する。 
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２ この規則による改正後の墨田区児童育成手当条例施行規則第４条の規定は、昭和

５７年６月分の児童育成手当から適用し、同年５月分までの児童育成手当について

は、なお従前の例による。 

付 則（昭和５７年１０月１日規則第５２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和５８年５月３１日規則第２８号） 

この規則は、昭和５８年６月１日から施行する。 

付 則（昭和５９年５月３１日規則第２７号） 

この規則は、昭和５９年６月１日から施行する。 

付 則（昭和６０年５月３１日規則第３２号） 

この規則は、昭和６０年６月１日から施行する。 

付 則（昭和６１年５月３１日規則第３１号） 

この規則は、昭和６１年６月１日から施行する。 

付 則（昭和６２年５月３０日規則第３４号） 

この規則は、昭和６２年６月１日から施行する。 

付 則（昭和６３年５月３１日規則第２９号） 

この規則は、昭和６３年６月１日から施行する。 

付 則（平成元年５月３１日規則第３６号） 

この規則は、平成元年６月１日から施行する。 

付 則（平成２年５月３１日規則第２３号） 

この規則は、平成２年６月１日から施行する。 

付 則（平成３年５月３１日規則第３０号） 

この規則は、平成３年６月１日から施行する。 

付 則（平成４年４月１日規則第２０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成４年５月３０日規則第２４号） 

この規則は、平成４年６月１日から施行する。 
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付 則（平成５年５月３１日規則第２８号） 

この規則は、平成５年６月１日から施行する。 

付 則（平成６年３月３０日規則第１０号） 

１ この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

２ 平成６年５月以前の月分の児童育成手当の支給の制限についてこの規則による改

正後の墨田区児童育成手当条例施行規則第６条第１項の規定が適用される場合にお

いては、同項中「総所得金額」とあるのは、「総所得金額（地方税法の一部を改正

する法律（平成４年法律第５号）による改正前の地方税法附則第３３条の２の規定

の適用を受ける者については、その者が当該規定の適用を受ける者でないものとし

て算定した同法第３１３条第１項に規定する総所得金額）」とする。 

付 則（平成６年５月２７日規則第５１号） 

この規則は、平成６年６月１日から施行する。 

付 則（平成７年５月３１日規則第３１号） 

この規則は、平成７年６月１日から施行する。 

付 則（平成８年５月３１日規則第６１号） 

この規則は、平成８年６月１日から施行する。 

付 則（平成９年５月３０日規則第３４号） 

この規則は、平成９年６月１日から施行する。 

付 則（平成１０年５月２９日規則第５７号） 

１ この規則は、平成１０年６月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の墨田区児童育成手当条例施行規則第３条第１号及び第３

号、第４条、第５条、第６条第１項、第６条の２、第７条、第１０条第１項、第１

３条、第１５条並びに第１８条第２項の規定並びに様式は、平成１０年６月以後の

月分の児童育成手当の支給について適用し、同年５月以前の月分の児童育成手当の

支給については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、この規則による改正前の墨田区児童育成手当条例施行規則

第１号様式及び第３号様式から第１５号様式までの規定による用紙で、現に残存す
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るものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成１１年３月３１日規則第４１号） 

この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

付 則（平成１１年５月３１日規則第５７号） 

この規則は、平成１１年６月１日から施行する。 

付 則（平成１２年５月３１日規則第７７号） 

１ この規則は、平成１２年６月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の墨田区児童育成手当条例施行規則

第１号様式（表）及び第１４号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修

正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成１３年５月３１日規則第６５号） 

この規則は、平成１３年６月１日から施行する。 

付 則（平成１４年５月３１日規則第５４号） 

この規則は、平成１４年６月１日から施行する。 

付 則（平成１５年６月２日規則第４１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成１７年３月３１日規則第２９号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

付 則（平成１８年５月２４日規則第５７号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第６条の２の改正規定は、平成１

８年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の墨田区児童育成手当条例施行規則第６条第２項の規定は、

平成１８年６月分以後の月分の児童育成手当の支給について適用し、同年５月分以

前の月分の児童育成手当の支給については、なお従前の例による。 

付 則（平成１９年３月３０日規則第３７号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

付 則（平成２２年５月３１日規則第３０号） 
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この規則は、平成２２年６月１日から施行する。 

付 則（平成２３年１２月２８日規則第５３号） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の第１号様式、第３号様式、第４号

様式、第５号様式、第６号様式、第７号様式、第１３号様式及び第１５号様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（平成２５年３月１３日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第６条の２第２号の改正規定は、平

成２５年４月１日から施行する。 

付 則（平成２６年４月２８日規則第２４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成２８年３月９日規則第１４号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

別表 

（平２規則２３・平１０規５７・平２３規５３・一部改正） 

(１) 両眼の視力の和が０．０４以下のもの（測定は、万国式試視力表によるもの

とし、屈折異常があるものについては、矯正視力によって測定する。） 

(２) 両耳の聴力レベルが１００デシベル以上のもの 

(３) 両上肢の機能に著しい障害を有するもの 

(４) 両上肢の全ての指を欠くもの 

(５) 両上肢の全ての指の機能に著しい障害を有するもの 

(６) 両下肢の機能に著しい障害を有するもの 

(７) 両下肢を足関節以上で欠くもの 

(８) 体幹の機能に座っていることができない程度又は立ち上がることができない

程度の障害を有するもの 

(９) 前各号に掲げるもののほか、身体の機能に、労働することを不能にさせ、か

つ、常時の介護を必要とする程度の障害を有するもの 
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(１０) 精神に、労働することを不能にさせ、かつ、常時の監視又は介護を必要と

する程度の障害を有するもの 

(１１) 傷病が治らないで、身体の機能又は精神に、労働することを不能にさせ、

かつ、長期にわたる高度の安静と常時の監視又は介護とを必要とする程度の障害

を有するものであって、区長が定めるもの 



16/36 

 



17/36 

 



18/36 

 



19/36 

 



20/36 

 



21/36 

 



22/36 

 



23/36 

 



24/36 

 



25/36 

 



26/36 

 



27/36 

 



28/36 

 



29/36 

 



30/36 

 



31/36 

 



32/36 

 



33/36 

 



34/36 

 



35/36 

第１号様式（表） 

（平１０規５７・全部改正、平１２規７７・平１７規２９・平２３規５３・

平２５規５・一部改正） 

第１号様式（裏） 

（平１０規５７・全部改正、平２３規５３・平２５規５・平２６規２４・一

部改正） 

第２号様式 削除 

（平１０規５７） 

第３号様式（表） 

（平１７規２９・全部改正、平２５規５・平２６規則２４・一部改正） 

第３号様式（裏） 

（平２５規５・全部改正、平２６規２４・平２８規１４・一部改正） 

第４号様式 

（平１７規２９・全部改正、平２３規５３・平２５規５・平２８規１４・一

部改正） 

第５号様式（表） 

（平１０規５７・全部改正、平１７規２９・平２３規５３・平２５規５・平

２６規則２４・一部改正） 

第５号様式（裏） 

（平１０規５７・全部改正、平２３規５３・平２５規５・平２６規２４・一

部改正） 

第６号様式 

（平１７規２９・全部改正、平２３規５３・平２５規５・平２８規１４・一

部改正） 

第７号様式 

（平１７規２９・全部改正、平２３規５３・平２５規５・平２８規１４・一

部改正） 
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第８号様式 

（平１８規５７・全部改正、平２３規５３・平２５規５・一部改正） 

第９号様式 

（平元規３６・平６規５１・平１０規５７・平１７規２９・平２５規５・一

部改正） 

第１０号様式 

（平１０規５７・全部改正、平１７規２９・一部改正） 

第１１号様式 

（平元規３６・平６規５１・平１０規５７・平１７規２９・一部改正） 

第１２号様式 

（平元規３６・平６規５１・平１０規５７・平１７規２９・一部改正） 

第１３号様式 

（平１７規２９・全部改正、平２３規５３・平２５規５・平２８規１４・一

部改正） 

第１４号様式 

（平１２規７７・全部改正、平１７規２９・平２３規５３・一部改正） 

第１５号様式（表） 

（平１０規５７・全部改正） 

第１５号様式（裏） 

（平１０規５７・全部改正、平２３規５３・一部改正） 

 


